
決 算 報 告 書

（第 ６ 期）

自 令和 3 年 7 月 1 日
至 令和 4 年 6 月 30 日

株式会社 メイホーホールディングス

岐阜県岐阜市吹上町六丁目21番



貸借対照表

株式会社 メイホーホールディングス

令和 4年 6月30日 現在 単位：円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 【 1,352,659,819】 【流 動 負 債】 【 1,035,945,785】

現 金 及 び 預 金 496,823,369 未 払 金 10,458,848

貯 蔵 品 1,244,379 未 払 費 用 25,241,343

前 渡 金 898,100 未 払 法 人 税 等 4,818,200

立 替 金 2,250 未 払 消 費 税 等 8,566,300

関係会社短期貸付金 680,019,100 預 り 金 3,433,958

仮 払 法 人 税 等 97,488 リ ー ス 債 務 492,360

前 払 費 用 10,579,765 一年以内返済長期借入金 61,452,000

未 収 収 益 3,688,340 関係会社短期借入金 907,395,300

未 収 入 金 3,300 賞 与 引 当 金 14,087,476

関係会社一年以内長期貸付 140,287,000 【固 定 負 債】 【 509,999,974】

未 収 還 付 法 人 税 等 19,016,728 長 期 借 入 金 509,389,000

【固 定 資 産】 【 1,213,566,161】 リ ー ス 債 務 610,974

（有 形 固 定 資 産） （ 11,821,614） 負 債 合 計 1,545,945,759

構 築 物 343,500

工 具 器 具 備 品 17,731,700

リ ー ス 資 産 3,133,200 純 資 産 の 部

減 価 償 却 累 計 額 9,386,786 【株 主 資 本】 【 1,020,280,221】

（無 形 固 定 資 産） （ 38,211,742） 資 本 金 445,022,080

ソ フ ト ウ エ ア 35,843,444 （資 本 剰 余 金） （ 634,207,422）

商 標 権 2,368,298 資 本 準 備 金 345,022,080

（投資その他の資産） （ 1,163,532,805） そ の 他 資 本 剰 余 金 289,185,342

出 資 金 10,000 （利 益 剰 余 金） （ 58,864,481）

敷 金 64,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 58,864,481

関 係 会 社 株 式 390,502,724 繰 越 利 益 剰 余 金 58,864,481

関係会社長期貸付金 769,954,000 自 己 株 式 84,800

長 期 前 払 費 用 3,002,081 純 資 産 合 計 1,020,280,221

資 産 合 計 2,566,225,980 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,566,225,980



 

 

個別注記表 

株式会社 メイホーホールディングス 

自  令 和 0 3 年 7 月  1 日 

至  令 和 0 4 年 6 月 3 0 日  

１.  重要な会計方針に係る事項に関する注記  
(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 
・子会社株式及び関連会社 

株式 
 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

 
(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産 
を除く） 

定率法を採用しております。 
ただし、2016 年４月１日以降に取得した構築物については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 構築物 18 年 
 工具、器具及び備品 ２～６年  
② 無形固定資産（リース資産 

を除く） 
定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 商標権 10 年 
 自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年） 

 
③ リース資産 
・所有権移転外ファイナンス・ 

リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 
(3) 引当金の計上基準 

・賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。 

 
(4) 収益及び費用の計上基準 

 当社は純粋持株会社として、グループ各社に対し経営管理を行っており、その収益は、主に当社の子会社である中間持株会社
からの経営指導料及び受取配当金からなります。経営指導料については、子会社との経営指導契約に基づき、毎月の請求金額
により収益を認識しております。受取配当金については、効力発生時点で収益を認識しております。 

 

  



 

 

２.  会計方針の変更に関する注記 
（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事
業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識することとしております。これによる計算書類等に与える影響はありません。 
 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 
 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当
事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年
７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す
ることとしております。これによる計算書類等に与える影響はありません。 

 
３.  貸借対照表に関する注記  
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

① 短期金銭債権 820,308 千円

② ⾧期金銭債権 769,954 千円

③ 短期金銭債務 908,785 千円

 
４.  損益計算書に関する注記  
関係会社との取引高 

営業取引による取引高 
売上高 492,620 千円
販売費及び一般管理費 15,202 千円

営業取引以外の取引高 18,716 千円

 
５.  株主資本等変動計算書に関する注記  
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度 
期首の株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
の株式数 

普通株式 －  株 52 株 －  株 52 株 

(注) 自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく単元未満株式の買取り 52 株による増加分であります。 

  



 

 

６.  税効果会計に関する注記  
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
未払事業税 1,091 千円
関係会社株式評価損 42,001 千円
賞与引当金 4,215 千円
その他 897 千円
繰越欠損金 31,502 千円

繰延税金資産小計 79,705 千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △31,502 千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △48,204 千円

評価性引当額小計 △79,705 千円
繰延税金資産合計 － 千円

 
７.  関連当事者との取引に関する注記  
子会社及び関連会社等  
種類 会社等の名称 議決権等の 

所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額 
（千円） 科目 期末残高 

（千円） 

子会社 
株式会社 
メイホーエンジニアリン
グ 

直接 

100 

経営指導 
資金の貸付 
役員の兼任 
当社債務の一部に
ついて担保提供 

経営指導料の受取 
(注 1) 

183,708 
 － － 

配当金の受取 72,600 － － 
資金の貸付 
資金の回収 
利息の受取 
(注 2) 

1,642,609 
1,290,999 

9,211 
 

1 年内回収予定の 
関係会社⾧期貸付金 

100,872 

関係会社短期貸付金 
関係会社⾧期貸付金 

276,049 
521,638 

子会社 株式会社 

メイホーエクステック 

直接 

100 

経営指導 
資金の貸付 
役員の兼任 

経営指導料の受取 
(注 1) 

59,004 
 － － 

資金の貸付 
資金の回収 
利息の受取 
(注 2) 

703,004 
466,251 

2,377 
 

1 年内回収予定の 
関係会社⾧期貸付金 

29,160 

関係会社短期貸付金 
関係会社⾧期貸付金 

37,512 
242,900 

子会社 株式会社 
メイホーアティーボ 

直接 

100 

経営指導 
役員の兼任 

経営指導料の受取 
(注 1) 

92,352 
 － － 

子会社 株式会社アルト 
直接 

100 

経営指導 
資金の貸付 
役員の兼任 

経営指導料の受取 
(注 1) 

59,856 
 － － 

資金の貸付 
資金の回収 
利息の受取 
(注 2) 

106,500 
103,652 

308 
 

1 年内回収予定の 
関係会社⾧期貸付金 

2,652 

関係会社短期貸付金 
関係会社⾧期貸付金 

30,500 
5,416 

子会社 株式会社オースギ 
間接 

100 
資金の借入 

資金の借入 
資金の返済 
利息の支払 
(注 2) 

140,000 
130,000 

274 
 

関係会社短期借入金 100,000 

子会社 
株式会社 
エイコー技術コンサルタ
ント 

間接 

100 
資金の借入 

資金の借入 
資金の返済 
利息の支払 
(注 2) 

50,000 
190,000 

392 
 

関係会社短期借入金 30,000 

種類 会社等の名称 議決権等の 
所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高 
（千円） 

子会社 株式会社 
地域コンサルタント 

間接 

100 
資金の借入 

資金の借入 
資金の返済 
利息の支払 
(注 2) 

215,000 
171,000 

905 
 

関係会社短期借入金 254,000 

子会社 
株式会社 
エスジー技術コンサル
タント 

間接 

100 
資金の借入 

資金の借入 
資金の返済 
利息の支払 
(注 2) 

75,000 
47,000 

1,384 
 

関係会社短期借入金 235,000 

子会社 
株式会社 

ノース技研 

間接 

100 
資金の借入 

資金の借入 
利息の支払 
(注 2) 

90,000 
45 

 

関係会社短期借入金 90,000 

子会社 株式会社東組 
間接 

100 
資金の貸付 

資金の貸付 
資金の回収 
利息の受取 
(注 2) 

493,600 
363,000 

2,765 
 

関係会社短期貸付金 315,600 

子会社 株式会社有坂建設 
間接 

100 
資金の借入 

資金の借入 
資金の返済 
利息の支払 
(注 2) 

170,000 
10,000 

262 
 

関係会社短期借入金 160,000 



 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注 1) 経営指導料については、経営の管理・指導等を行うため一定の合理的な基準に基づき決定しております。 
(注 2) 資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 
８.  収益認識に関する注記 

 収益を理解するための基礎となる情報については、「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 (4) 収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりです。 

 
９.  １株当たり情報に関する注記  
(1) １株当たり純資産額 653 円 80 銭

(2) １株当たり当期純利益 22 円 74 銭

 

10.  重要な後発事象に関する注記 
（株式取得による企業結合） 

連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 
11．その他の注記 

記載額は千円未満を四捨五入して表示しております。 
 
 


